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令和４年度(2022 年度)第１回北海道広報広聴推進会議 議事録 

 
日時：令和４年(2022 年)９月２日(金) 14：00～15:40 

場所：道庁９階 職員監会議室 

 

（課長補佐（調整）） 

定刻よりも若干早いですけれども、委員の方々が全員お揃いですので、令和４年度（2022 年

度）第１回北海道広報広聴推進会議を開会させていただきます。事務局の広報広聴課調整係の

荒木と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

それでは開会にあたりまして、広報広聴課長の鞠子よりご挨拶を申し上げます。 

 

（広報広聴課長） 

広報広聴課長の鞠子でございます。今日はどうぞよろしくお願いいたします。 

この会議はご案内のとおりですが、道の広報広聴活動全般にわたりまして、委員の皆さまか

らご意見やアイデアをいただきまして、より効果的に広報広聴活動に取り組んでいきたいとい

うことで開催させていただいております。 

今年度は、公募の委員の方も含めまして、５名の方に新しく委員にご就任いただきました。

また３名の方に継続いただいて、大変それぞれお忙しい中で委員就任にご快諾いただいたこと、

改めて御礼を申し上げたいと思います。 

道の広報につきましては、ここ数年、内容的には新型コロナにかなり重きを置いて発信をし

てきましたが、感染症対策を重視しながらも、やはり徐々に社会経済活動ですとか、あるいは

地域の元気を発信するようなこともバランスを取っていく必要があるのかなと思っております。 

また、情報発信の手法が多様化しておりますけども、率直に道の広報は若い方に届いている

のかというような課題認識もございまして、これもぜひ、若い方にお届けする、また若い方の

意見を反映してくというところも、ますます重要なプロセスになっているというふうに考えて

おります。 

本日は、２つのテーマをメインに意見交換をお願いしたいと思っておりますが、この一年間、

こうした広報広聴活動全般における課題について先生方から、各分野の専門的なご意見、ある

いはアイデアをいただきながら、私たちも工夫を凝らしていきたいと思っておりますので、本

日はどうぞよろしくお願いします。 

 

（課長補佐（調整）） 

本日は委員８名のうちウェブ出席２名を含め、７名の委員の方のご出席をいただいておりま

す。当会議の設置要綱に基づきまして、過半数の出席ということで、本会が成立していること

をご報告させていただきます。 

本日の会議は公開で開催し、議事録については後日、委員の皆さまにご確認させていただい

た上で、道庁のホームページに発言委員の名前で入り公開させていただきますので、あらかじ

めご了承をお願いいたします。 

 

それでは、議事に入る前に委員の皆さまのご紹介をさせていただきたいと思います。 

株式会社ＤＫｄｏ取締役の黒井委員です。 

ウェブで参加されております津別町住民企画課長の小泉委員です。 

続きまして、今年度から新たにご就任いただきました委員の皆さまのご紹介をさせていただ
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きます。 

朝日新聞北海道支社北海道報道センター長の樋口委員です。 

北海道テレビ放送株式会社報道情報局報道部長の後藤委員です。 

帯広市政策推進部広報秘書室広報広聴課長の石津委員です。 

公募委員になります、北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院に在学されております

柳田委員です。 

ウェブで参加されております、公立はこだて未来大学社会連携センター副センター長教授の

田柳委員です。 

それでは議事に入らせていただきます。議事の（１）座長の選出についてです。 

これまで座長につきましては、広報広聴活動に深い知見のある報道機関の委員の方にお願い

をしているところです。事務局といたしましては、新聞記者としてのキャリアを生かした幅広

い知識をお持ちで、取材等を通じて道内各地域の事情に精通していらっしゃいます朝日新聞社

の樋口委員にお願いしたいと思っておりますが、委員の皆さまいかがでしょうか。よろしいで

しょうか。ありがとうございます。皆さま異議なしとお見受けいたしました。 

それでは樋口委員、この後は座長ということでどうぞよろしくお願いいたします。 

それではこれから後は、座長の樋口委員に議事進行をお願いしたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

 

（樋口座長） 

朝日新聞社の樋口でございます。改めて、よろしくお願いいたします。 

それでは早速ですけれども、議事（１）の副座長の選出に入ります。 

副座長は会議設置要綱４－３に基づきまして、座長が指名することになっております。昨年

度から行政のお立場で会議に参加されている津別町の小泉委員にお願いしたいと思いますが、

よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

それでは議事を進めてまいります。議事（２）北海道の広報広聴活動の概要についてです。

まず、事務局さんの方から説明をお願いいたします。 

 

（課長補佐（調整）） 

それでは皆さま、資料１をご覧ください。北海道の広報広聴活動につきまして、私の方から

ご説明させていただきます。 

北海道では広報紙、ホームページ、ＳＮＳなど様々な広報媒体を相互に連携いたしまして、

道民の道政への理解や参加を促すとともに、北海道の多様な魅力を道内外へ積極的に発信して

いるところです。 

また、道民の意向や地域ニーズを的確に把握し、道政に反映させるため、あらゆる手段や機

会を通じて広聴活動を実施しています。 

主な広報活動ということで、簡単に説明をさせていただきます。 

まず「広報紙ほっかいどう」ですけれども、これは皆さまのテーブルの上に直近で発行され

たものを配付しています。次回は 11 月号が来月、発行される予定となっています。これを年５

回発行しておりまして、道政情報や政策などにつきまして、幅広く紹介をしております。配布

方法につきましては、新聞折込み、ポスティング、あるいは公共施設での設置をしておりまし

て、新聞を購読していない皆さまにつきましても、手に取っていただけるようにということで

対応しています。 

今ご紹介したのは紙ですけれども、映像では、道政広報番組「知るほど！なるほど！北海道」
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を年４回、30 分番組を放送しています。直前は７月 30 日に放映しており、次回は 10 月を予定

しております。 

続きまして、道庁の公式ホームページは事前にご紹介しておりますのでご承知かと思います

けれども、北海道庁の公式ホームページを運営・管理しています。 

次にインターネット放送局「Ｈｏｋｋａｉ・Ｄｏ・画」です。一言で言うと北海道公式のユ

ーチューブチャンネルをこのサイトの中に集約して、皆さまにご提供をしています。この中に

は、各部局、振興局等の話題もそうですが、知事記者会見もコンテンツとして入っております。 

続きまして、「北海道庁広報ツイッター」、「フェイスブック」です。文字と音声、画像、

そういったもので、拡散性の強いＳＮＳを利用して情報を発信しています。 

それから、「北海道ミライノート」です。北海道の画像を広く募集して、北海道の未来に残

したい画像をウェブサイトで掲載しているということに取り組んでおります。 

それから「知事記者会見」です。通常、毎週１回金曜日に開催していますけれども、ユーチ

ューブでリアルタイムで配信しています。また、記者会見録として、文字化して北海道庁のホ

ームページに資料と併せて掲載しています。記者会見の回数は、令和３年度につきましては年

間 47 回、令和２年度につきましては年間 56 回実施しています。 

それから「報道発表」です。これは何か道庁内の出来事があるたびに道政記者クラブの方に

プレスリリースをしています。毎日、随時です。 

主な広聴活動としましては、本日のテーマと関連しますが、「道民意識調査」として、1,500

名の方を抽出して調査をしております。詳しくは後ほどご説明させていただきます。事務局か

らは以上です。 

 

（樋口座長） 

事務局の方から、北海道の広報広聴活動について説明をいただきました。皆さまからの質問

やご意見については、最後に一括して時間を取りたいと思います。 

それでは次の議事（３）意見交換でございます。まずはテーマ１「反響を得る広報」につい

て、事務局の方から説明をお願いいたします。 

 

（広報企画係長） 

 資料２につきましては、私からご説明させていただきます。広報企画係長の森永でございま

す。 

 「反響を得る広報」についてですが、趣旨は委員の皆さまそれぞれの立場から、身近にあっ

た効果的な広報手法について情報提供をお願いしたいというものです。 

例えば、こんな工夫をしたところ、このようなよい反応があった、それから順序が逆にはな

りますが、よい反応があったのは、後から考えるとこういうことであった、ということですと

か、そのような事例をご紹介いただければと考えております。 

道では、広報にはＳＮＳや広報紙のような紙媒体まで様々なメディアを活用しています。例

えば、ＳＮＳはある程度定量的な分析も可能ですが、広報あるいは情報発信というところにな

りますと、一つの内容、テーマに対して複数の手法を用いて広報活動を行うことが多いため、

それぞれのメディアについて定量的にその効果を評価することがなかなか難しいところがあり

ます。そのような中で今回の情報提供のお願いですので、ご経験、身近にあった事例をご紹介

いただきたいと思います。感覚的な評価によるものでも結構です。どのような事例でもお聞か

せいただきたいと思っております。 

まず始めに資料の１枚目の中段になりますが、道における事例として三つご紹介させていた
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だきます。 

まず一つめは、ＳＮＳにおいて動画を積極的に活用しはじめたというところです。 

道の公式ツイッターに掲載した主な動画の再生数をこちらの表の中に記載しておりますが、

一番下、参考に記載いたしましたチームナックスさんが出演の動画、これに迫るほどその他の

動画も閲覧数をカウントしております。これらの中には写真だけではそれほど目を引くことも

なかったろうと思えるものもありまして、動画とツイッター、それぞれの良さをミックスして

高い発信力を実現できたと考えております。 

次のページに進みまして、二つ目は広報番組の冒頭の見せ方ということです。 

ＳＮＳもそうですが、冒頭数秒で続きを見るかどうかを判断すると言われているこの時代に、

「道の番組か」と思った瞬間にチャンネルを変えられてしまう、ということを少しでも防ごう

ということで、冒頭で少し見所を露出するような工夫をしております。冒頭での離脱者を減ら

すことで、結果的に番組視聴者を増やすことができたというふうに考えております。 

三つ目は謝意、お礼を伝える手段としてのＳＮＳの活用です。 

例えば、牛乳の消費拡大の取組を挙げた事例があるのですが、知事が記者会見で協力を求め

て、後日、その結果と協力への感謝をＳＮＳで発信しております。危機管理関係の事案につい

ては大きな反響にある傾向にあるのですが、それ以外のこのような事案においてはあまり見な

いほどの大きな反響がありました。道民の皆さまとの双方向に近い関係を、謝意をＳＮＳで伝

えるという取組を通じてできたという点では非常によい事例だったと思います。 

以上、簡単ではありますが、道の事例をご紹介させていただきました。皆さまからも情報提

供をいただければ幸いです。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございました。それでは今の事務局の方からの説明を受けまして、皆さまが日頃

取り組んでいらっしゃる事でも、うまくいった成功事例、具体的なお話などを交えていただけ

ればというふうに思います。 

まず、どなたかご紹介いただけるという方いらっしゃいますか。 

 

（黒井委員） 

名寄から参りました黒井と申します。私はもともとブランディングの仕事をしていて、前職

は企業の社会的責任、ＣＳＲのコンサルタントと、ＣＳＲを通じた企業のブランディングの仕

事をしておりました関係でここに呼ばれているんだろうなというふうに考えています。 

成功例と言いつつ、私自身がすごい成功したなと思える広報って実はなくて、それぐらい広

報って難しいものだなあというのが率直な感想です。 

とはいえ、最近の傾向として、名寄市ですとか私自身がやっている中で、効果的だなと思っ

てるのはやっぱりラインのビジネスアカウントの活用なんですね。特に名寄市はコロナの情報

を結構細かく出しているんですけれども、ご高齢の方から私たち世代、そして大学生まで、ラ

インに関してすごく登録されているなという感覚を持っています。 

登録者が増えたきっかけは、コロナのワクチン接種をラインで行いますっていうふうにした

ことなんですよね。やっぱり人って、自分に必要な情報でないとまず取りに行かないので、わ

りと強制的にラインに一度登録させるというのをやって、もちろんご高齢の方からすごく批判

が来たというふうに聞いていますけど、それでもいろいろ、かなり市の職員の方がケアしなが

ら、家族に聞いてくださいとかいうのをやりながら、まずは登録してもらうと。登録してもら

った後の情報がコロナにまつわる細かい情報ですとか、次のワクチン接種日程とか、確実に欲
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しい情報がきちっと来るんですよね。なので、ラインのビジネスアカウントの活用っていうの

は、非常に大事だなというふうに思っています。 

あとはコンサルっぽい立場の意見なんですけれども、この道の事例っていうのを拝見させて

もらうと、すごくターゲット設定なんかがちょっと全く見えない状態なんですよね。結局、高

校生、大学生、20 代・30 代の人、ご高齢の方、全く、どのデバイスを使ってどういうアプロー

チをするのか、かつ、興味のある内容とかが全く違うので、それぞれ誰に向けて、いったい何

を伝えて、そしてそれを伝えた結果どんな行動してもらいたいのかっていう情報整理が必要か

なっていうことを、これを見て思いました。 

あと、さっき言ったようなラインの場合ですと、確実に知ってもらわなきゃいけない情報と

しての情報発信ですけれども、この中には、単純に北海道の魅力を知ってもらいたい、みたい

な、なんて言うんですかね。必要なものではないんだけれども知ってもらえたら嬉しいなって

いう情報まで様々だと思うんですけど、その情報の内容、確実に知ってもらわないと困るもの

なのか、知ってもらったらいいな、なのか。それによっても情報発信の仕方が全く変わってく

ると思うので、その辺りのターゲットと情報内容、フェーズと、どういうツールを使うのかっ

ていう整理をした方がいいんじゃないかなというふうに思ったのが、印象です。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。ラインというツール、それから受け手が必要な情報、欲しい情報と

いうことの大切さという点がポイントかと思いました。ありがとうございます。 

他の委員の方いかがでしょうか。 

 

（石津委員） 

今、黒井委員からラインのお話がありましたので、そこに関連して、帯広市でもやはりライ

ンが一番今、効果的な情報発信になっていますので、ご紹介できればと思います。 

私が所属している課につきましては、いわゆるシティプロモーションっていうことではなく

て住民向けの広報広聴をやる課となっておりますけれども、公式ラインを入れたときはちょう

どコロナの感染が始まった令和２年度当初ぐらいでして、そういうこともあって、感染情報を

発信したということで急激に登録者が増えました。今ですと３世帯に１世帯は登録いただいて

いるような計算になると思っています。 

当市ではこれまでもＳＮＳということで、ツイッターですとか、フェイスブックに取り組ん

でいたんですけれども、そこと大きく違うところは、プッシュ通知ができるということもある

んですけれども、運用の仕方として、行政的なことですが、これまでツイッターですとかフェ

イスブックは、各部署がそれぞれ権限を持って帯広市の公式アカウントに掲載していくという

ことになるので、先ほど黒井委員からお話があったように、様々な情報がとくにターゲットを

意識するわけではなく、レベルもバラバラのものが発信されていくということで、なかなか見

てもらえないということがありました。 

ラインの方は、広報広聴課ですべて管理するような形を取りました。どちらかというと、各

課は、自分たちが知って欲しい情報を出すという傾向がどうしてもあるんですけれども、それ

を広報広聴課で担当することによりまして、できるだけ住民目線に立った情報、先ほどコロナ

というお話がありましたけれども、ワクチンの関係ですとか、そういったものを適時のタイミ

ングで出していることで、ラインはブロックされやすいというようなお話も聞くんですけれど

も、当市の場合は数パーセントしかまだブロックされていないような状況です。 

ただ、今後コロナが落ち着いてきて、どういう情報を出していくのかということは、最初に
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課長の方からもお話がありましたけれども、課題になっているところであります。以上です。 

 

（樋口座長） 

石津さん、ありがとうございました。やはりラインが有力な手法になっているということで

すが、続けて私の方から伺いたいのですが、帯広市さんは、ホームページで大変上手に活用で

きているということで、コンテストで表彰も受けてらっしゃるというふうに伺ったので、その

辺りのことを教えていただけますか。 

 

（石津委員） 

ホームページも令和２年３月にリニューアルしまして、それと同時にラインも稼動していき

ました。ラインの方はセグメント配信ですとか、受信設定などができますので、ホームページ

の方とラインで同じチャットボットを運用するようなこともしました。 

新しいホームページにつきましては、一番こだわったところは、行政というとどうしても、

必要な情報を出すということが一番の目的に来ますけれども、デザインの方を凝ろうというと

ころがコンセプトにありまして、魅力を発信していくというところですけれども、そこと必要

な情報がしっかり見られるというところを両立させました。デザインは、もちろん委託しては

いますけれども、業者さんのお力もお借りしながら、非常に細かいところまで実はこだわって

作り上げたものですから、今回表彰いただいて大変光栄に思っています。 

それまでのホームページは、職員で作り上げたようなホームページというところもありまし

て、昔は皆さんも多分そうだったと思いますけれども、新しいシステムを入れたことで、かな

りいろいろなことができるようになりました。道庁さんのホームページもそうだと思いますけ

れども、やはり検索の仕方が２種類ぐらいしかなかったのが、いろいろな形で検索ができるよ

うになった。例えば目的から探すですとか、足跡をたどるですとか、よく見られているもので

すとか、チャットボットも含めてですけれども、いろいろな検索の手段を有したというところ

が大きいです。 

あとは今、ウェブアクセシビリティの向上ということが非常に言われていますので、そうい

うところにも対応しました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございました。ウェブのデザイン性、それからユーザビリティみたいなところに

気を配って使い勝手のよいものに、というふうに伺いました。ありがとうございます。 

リモート参加の小泉さん、田柳さんにもお願いできればと思います。 

行政つながりで小泉さん、次にお願いしてもよろしいでしょうか。 

 

（小泉委員） 

身近にあった効果的な広報手法っていうのは、なかなかないもので、うちの町でもあんまり

例がないかなというふうに思います。 

ただ、うちの町では「タウンニュースつべつ」といって映像発信の方にも毎月、広報的なも

のを作っているんですけども、ここで毎月１回、町の話題的なものを拾い上げておよそ 15 分ぐ

らいの番組を作って、有線テレビとかそういうものがないものですから、町内の公共施設等に

サイネージを置いて放送しているというような感じです。 

その中でいちばん反響が多いものしては、やはり町民が出てるものというのが反響が大きい

です。ただ人がいなくて町のお知らせ的なものだとどうも反響が弱い。町民が出るというのが
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すごく反響が大きいというような傾向があるようです。 

話が変わってホームページの部分になるんですけれども、帯広市さんのお話がありましたと

おり、うちの町もホームページが今現在、非常に見づらい状況になっています。各町民の方々

というか、だいたい 30 代、40 代の方々から非常に見づらいとか、情報が不足している、いろん

なものが不備しているというような厳しいご意見をいただきまして、今年度、更新をしようと

いうことで、今、盛んに練り上げているところなんですけども、帯広市さんのお話も参考にさ

せていただきながら、進めさせていただければなあというふうに思いました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。公共施設でのサイネージの活用、それからやはり自分自身、町民の

方が出てくるという作りのものが、関心を集めるというお話だったかと思います。ありがとう

ございます。 

続いて田柳さん、お願いできますか。 

 

（田柳委員） 

私自身は黒井さんと同じく広報関係の仕事を昔、していまして、そのあと、大学教員になっ

てしまったので、実務のことは最近は関わっていません。近年はむしろ研究の方で公共コミュ

ニケーションの国際会議とか、広報学会などに参加したりしています。ちょっとそもそも論に

なってしまうんですけれども…。 

私は研究発表や調査でヨーロッパに行く機会が多いんですが、やっぱりヨーロッパと比べる

と、日本の公共広報は、日本の国民性、市民性、つまり行政参加とか社会参加に対する意識が

そんなに高くない―と言ったら申し訳ないですけれども、非常に消費者感覚の強い国民性の中

で、公共広報も何とかリーチを広げていかなければならないという厳しい条件があると思いま

す。リーチを広げようとした時に、タレントを使うとか、エンタメ的な手法を使うとか、ＳＮ

Ｓなどを駆使していくとか、つまり民間と競合しながら、情報を届けていかなければならない

という非常に特殊な状況に置かれていると感じています。そこで公共広報がどれだけのインパ

クトとか、民間に伍した影響力を目指していくべきなのか、悩ましいところです。これはとて

も微妙な問題で、下手をすると炎上が民間よりもより大きく起きてしまったりもするので、す

ごく注意深いアプローチが必要だなと思っています。 

正直言いますと、北海道の広報のアプローチについて、私自身はほとんど知る機会、見る機

会がないです。函館に来て 10 年経ちますが、函館市民には、自分たちが北海道庁に関係してい

るという意識が非常に薄くて、道政の動きもとても遠く感じているという印象があります。北

海道の広報に対する関心もたぶん、道央よりもずっと薄いんじゃないでしょうか。 

今回いただいた資料で、北海道の広報について非常に勉強させていただいて、公共広報とい

う難しいところで、非常にバランスよく、いろんなことにアプローチされて頑張っておられる

なということを初めて知って、とても感銘を受けているというのが正直なところです。 

ヨーロッパでは、例えばドイツなんかでも、街の景観ですとか公共空間をとても大切にして

いるので、公共交通や街中の商業広告が厳しく規制されています。その代わり公共広報は許さ

れているので、イベントにしても重要な施策にしても、市電やバスの中に貼り出すだけでもの

すごく目立って、市民は否応なくそれを見ます。公共にアウトリーチできる環境が用意されて

いるので、それと比べると、日本は本当に大変だなと思います。 

反響を高める広報については、私自身、いいアイデアを持っているかと言われると、申し訳

ないんですけれども、そんなにはないのが正直なところです。 
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その中で、例えば函館で、はこだて国際科学祭というのを 2018 年ぐらいから毎年やってきた

んですけれども、市電のラッピング広告を開催期間の１週間くらい前から展開して、ボディに

ものすごく大きい広告を貼り出して、街を走らせたりしてきました。これは個人的にはすごく

いい取り組みだったと思うんです。センスの良い写真とデザインで科学祭をアピールしたわけ

ですが、しかしこういったものを見る側の感性に左右されてしまうので、私とか大学教員やデ

ザイナーなどが素敵だ、素晴らしい、センスがいいとか言っていても、それがいったい市民に

どれだけ届いているのかというのは、本当に効果測定の難しいところです。出している側の自

己満足に終わっていたら意味がないのかなと。だから何をもって反響というのかは、ちょっと

議論の余地があるかなというふうに思っています。 

ただ、北海道の広報戦略として、ＳＮＳを使ったり、タレントさんと映像番組で届けていく

ようなアプローチというのは、例えば、深く誰かに届けていくとか、若い人により届けていく

とかそういう戦略的な目的を持ってやっておられると思うので、そこの戦略がちゃんと実践で

きていれば、反響は大きくすることは可能だというふうに思っています。 

例えば、コロナ禍での牛乳の消費拡大の広報などは、非常にうまくいったケースではないで

しょうか。「深く届ける」という戦略には、「知識を深める」「理解を深める」あるいは「共

感を深める」あるいはそれを「行動変容に結びつけて深める」など、いくつかの角度があると

思うんですけれども、牛乳の消費拡大については、三つぐらいの「深める」が絡み合って上手

く回ったケースではないでしょうか。なぜ牛乳が余っているのか、だれがどう困っているのか、

どう行動すべきかなど、状況への深い理解や知識が、広く人々にちゃんと届いて、「道民だっ

たら牛乳飲んで農家さんを応援しなければ」みたいな共感が生まれて、実際にたくさん買って

飲もうという行動に結びついた、とても良い成功例だなと感じました。 

私は北海道からの直接的な広報の情報を見たわけではないんですが、マスコミの報道を通じ

て道内道外の広い人が知ることになり、最終的にはフェイスブックを通じて知事からの感謝の

動画を、私自身も目にしました。この深めるサイクルがすごく上手く回った例じゃないでしょ

うか。そんなことからも、北海道の広報は、意外と波及効果があるものをバランスよくやられ

ているなというふうに感じています。 

もう一ついいですか。学生と日々接していますが、やはり学生の各自治体のウェブサイトに

対する批判というのが手厳しいんですよ。地元の函館市のなんかはもう、ダサいとか一言で片

付けられてしまって…。やはり学生たちにとって共感できる、誇らしく思えるものであってほ

しいという願望は強いんですよね。 

先ほどの帯広市さんの事例に今日は言及しようと思っていたら、もうたっぷり説明していた

だいてしまったのですが…、授業で学生が「自治体のウェブサイトはダサい」と言った時に、

去年ぐらいから「帯広市のウェブサイトを見てごらん」と言ってます。やっぱりビジュアルの

インパクトは強いし大事ですよね。 

昨年のこの会議の議事録にも書かれていましたけれども、「ミライノート」に出てくるよう

な北海道の素晴らしい画像、ビジュアルを、ウェブサイトとかであまり活用されていないのは

残念だというご意見、私もそのように感じます。せめてトップページに少しぐらい、そういう

ニュアンスを載せていいのではないでしょうか。ただ注意すべき点として、ややもすると「自

治体のサイトは観光サイトじゃないんだから」というご批判もあるかと思うんですが、観光の

ビジュアルではなく、市民が誇らしく思う、共感するような映像を載せるべきなんでしょうね。

だから帯広市さんも、決して綺麗な景色などの映像だけではなくて、牛を育てている人たちが

汗をかいて働いているような写真を載せたり、写真の選び方をとても工夫されていると思うん

ですよね。そうした丁寧な工夫で、若い人が「ダサい」ではなく、例えば東京に出て行ってし
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まった同級生に対しても胸を張れるような、「どうだ北海道かっこいいだろう」って言えるよ

うな、プライドを感じられるようなものを映像でもっと出していくとか、そういったことがあ

ると嬉しいだろうなと思います。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。ヨーロッパと日本の環境の違いから、自治体、行政のホームページ

への提言までありがとうございました。 

それでは柳田さん。次、よろしくお願いいたします。 

 

（柳田委員） 

柳田と申します。よろしくお願いします。 

私はまだ学生で実務経験とかないので、完全に受け手目線での話になるんですけども。 

私自身の個人的なことでいうと、この委員に選ばれてからは意識的に北海道庁の広報媒体に

触れていたりもするのですが、正直に申し上げますと、それ以前は広報紙とか、広報番組とか、

北海道庁が運営しているＳＮＳをフォローしたりとか、直接的に触れる機会というのは正直あ

まりなかったんですよ。 

なので、それ以前に私が触れた北海道発の情報は、すべてマスメディアとか他の媒体を経由

して伝わってきたということになるんですけれども、その時に、新型コロナ関連の情報がやは

り頻繁に入ってくるんですけども、それ以外で最も印象に残ったのは、先ほどもお話に出てい

ましたが、やはりこの牛乳の消費拡大のことでした。 

先ほどもお話しに挙がったので重複している部分があるんですけども、これは個人的な考え

ですけども、この牛乳の消費拡大のことに関しては、消費拡大しないと生乳が廃棄されて道内

の畜産関係の方が困窮してしまうという、わかりやすい背景と切実感というものがあって、か

つ一日一杯牛乳を飲むことで誰でも貢献できるというわかりやすい参加のアプローチがあると

いう、このわかりやすさで拡散したと思うんですけども。 

ただ、私自身でいうと北海道庁のＳＮＳで投稿された内容が直接回ってくるということはあ

まりなくて、それよりもニュースであったり、あるいはある程度ＳＮＳ上で影響力があるタレ

ントとかそういうＳＮＳ上の影響力を持っている人が、自分も牛乳を飲みますっていう報告を

している、そういう投稿であったり、あるいは、正直、信憑性に関してはちょっとよくわから

ないんですけども、身近に酪農に携わっている人がいて今困っているのだから助けて欲しいと

いう、そういう投稿の方が公式的な発信よりも、拡散されて目にすることが大きかったです。 

逆に言えば、直接的に北海道道庁の媒体が拡散しなくても、そうやって二次的に拡散してい

くのがＳＮＳの良いところでもあると思うので、それ以外のここに挙げられている、他の防犯

や鳥インフルエンザ対応のことでも、二次的に拡散するような仕掛けというか、工夫があると

より広報が身近なものに感じられるのではないかなと、いち受け手としては感じています。 

もう一つ、地方自治体のホームページが一般論的に、民間企業のホームページと比べるとわ

かりにくいものが多いという、そういうイメージはあると思うんですが、先ほどもそれと関連

して、広報活動でどの層をターゲットにしているのかがちょっとわかりにくい、という声もあ

りました。北海道庁もそうですし、多くの自治体では、都道府県の公式ホームページにアクセ

スすると、いきなりお知らせとかが大量に載っているメインのページが現れると思うんですけ

ども、具体的な自治体の名称は失念してしまったのですが、県によってはそうではなく、最初

に、県庁が発信する情報が得たいのか、それとも観光や移住に関する情報を知りたいのかとい

う、そこを案内する簡易的なページが最初に出てきて、そこで県庁からの情報を見たいという
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ふうにボタンをクリックすると、いわゆる県庁の一般的なページが現れるという工夫をしてい

るサイトもあるようなので、やっぱりページが見にくい、かっこ悪いという印象は、もちろん

ビジュアル的な面で印象が良くないという面もあると思うんですけれども、それ以外にどこに

どの情報があるのかがわかりにくいという面もあると思うので、まず、そもそもどういう情報

が知りたいのかっていう段階を一つ置くことで一気にわかりやすくなるかなと思いました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。行政側の直接的な発信だけでなく、二次的な拡散も含めて、反響の

大きさというのは測ってもいいんじゃないか、成功といえるのではないかという、貴重なご意

見だったと思います。ありがとうございます。 

 

（樋口座長） 

それではお待たせしました。後藤委員、よろしくお願いいたします。 

 

（後藤委員） 

後藤です。よろしくお願いします。皆さんの意見、拝聴させていただきました。もっともな

意見がたくさんあったと思っております。私としては議事のテーマの「反響を得る広報」につ

いて、少し社内の専門セクションからヒアリングをして来ましたので、そちらを中心に話した

いと思います。 

今いろいろお話を聞いていて改めて思ったんですが、やはり、政策面と広報面を少し切り分

けて考えたほうがいいのかなという気がしました。つまり新型コロナだとか牛乳だとか、この

牛乳もコロナに絡んでいるものだと思いますが、こういう道民・市民が極めて関心を持つ政策

に関するものは反響も当然大きいと思うのですが、それとは別に広報番組というのはそこまで

速報性のないもの、広く道民に知ってもらいたいようなものというのが、混在してるのかなと

いう印象を少し受けました。 

特に前者に関しては我々メディアが、特に当社もそうですが、知事の記者会見は今はＳＮＳ

で同時配信している場合もある。昔は地上波ですべて同時中継はできなかったんですが、今は

当社の中のユーチューブで、鈴木知事の会見については注目度の高い時は最初から最後まで流

しています。そういうことは当社のみならず、他のテレビ局もやっているという中で考えると、

それを道のユーチューブに誘導、誘引するのはなかなか難しいのかなと。 

今もいろんなご意見がありましたけど、やはりまずメディアの方のサイトだとかプラットフ

ォームに行く方が普通に考えると多いのかなという印象を受けましたので、その辺の政策面と

広報面の出し方を少し切り分けていくようなことが重要なのかなと。 

それから加えてその面で言いますと、当社もそうですけど、かなり専門家的な立場の人間が

担当しています。これはやはり、テクニカル的なところで、ただやってもなかなか見てもらえ

ないっていうところが、やはりノウハウとか、専門的な知見だとかっていうのは明らかにうち

のテレビ局の中を見ても、詳しい人間はいますので、そういう人材を育成するのか、中途で採

用するのかわかりませんけれども、素人がやっても上手くいかないなっていうのは、当社の中

を見ても思います。能力の問題とか、経験・キャリアの問題とかもあるのかなというような気

がします。 

それを前提にですが、テーマの「反響を得る広報について」からは若干ずれるところがある

かもしれませんけども、私どもテレビ局ですが、自分たちの番組とかイベントを売り込むだけ

ではなく、やはり世の中の出来事に照らすとどういう位置づけになるのか。要はピンポイント
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で、このイベントやります、こんな番組やります、というだけではなく、例えば４年前に開局

50 周年の「チャンネルはそのまま！」という、結構全国的にも大きな反響を得たドラマをやっ

たんですが、その時の担当者に聞くと、放送局は今、生き残りが厳しい中で、放送局とある意

味競合であるネットフリックスさんとこのときは組んで、配信をやるということで売り込みま

した。その中で自社のコンテンツ以外にも、他のエリア放送局の事例なども併せて、各メディ

アに共有したところ、結果としては日本経済新聞とか読売新聞の全国面とか、ヤフー!ニュース

のトップに掲載されたということでございます。 

それからこれも数年前に、朝の「イチモニ！」という番組で地上波のウェブ同時配信、これ

もいち早くやりました。その時も地上波のウェブ同時配信というトレンドのほかに、地方局の

生き残り戦略というような文脈で売り込んだところ、やはりこれもヤフー!のニューストップで

掲載されています。 

あともう１点例で挙げると、「水曜どうでしょう」という当社の番組があるんですが、そこ

のディレクターがコロナ禍の時に、リモート花見企画というのをやりました。コロナでリモー

ト飲み会っていうのが一時ちょっと流行しまして、お花見も自粛だというような時勢の中で、

あえてリモートで花見をやろうというところで、これも共感を得られまして、ユーチューブの

配信同時視聴が１万人を超えて、スポーツ紙でも２紙掲載されたという事案がありました。 

今は時勢を絡めたリリースの売り込みというところでしたが、もう１点、次にはニュースに

したくなる要素を入れた企画設定ということで、ニュースバリューがあるようなものを構成す

る要素に入れ込む、企画設計ですね。 

例えばどういうことかというと、主語と動詞にギャップをつける。テレビ局なのに赤ちゃん

ニュースを報じる、ニュースの堅いフォーマットで赤ちゃんの動画を紹介したところ、ティッ

クトックで 260 万回再生という事例があります。あるいは「日本で初めての○○」。季節行事

に合わせた企画ですが、札幌創成高校で日本で初めて卒業式にプリクラを置きました。これが

非常にヒットしましてティックトックで200万回再生。成功例としてはお伝えできることです。 

あとツイート系のことに関しましては、やはり速報性とサムネイル、サムネイルというのは

動画とかにつける見出しですね。この二つが見ていただくには極めて重要だということを担当

者は言っていますし、私も担当はしていませんが、実感としてはあります。 

実際に見てもらって多かったのは、住宅街に札幌で熊が数年前に出たと思うんですが、熊と

か鹿ですね。熊の出没に関しては128万インプレッション、鹿に関しては274万インプレッショ

ン、あとＪＲ北海道が始発から運休決定、これは去年の大雪でしょうか、12 万 7000 インプレッ

ション、その時にゴミ収集の中止っていうのが札幌市であったと思うんですが、これは 24 万

9000 インプレッション、ファイターズの新監督に新庄さん６万インプレッション、札幌市に大

雪警報17万 9000インプレッションということで、やはり身近な話題で、動物が出てくるとか、

天気とか、ゴミとかというようなところが、共通のテーマ。すべてに通じるのは北海道に関わ

るネタであるということと、暮らしに関わるニュースというところが反響の大きいものとして

挙げられております。以上でございます。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございました。 

広報においては政策面と、いわゆる広報面の切り分けのようなことがベースになるのではな

いかというお話、発信の時に世の中の出来事に照らしながら構成していく。つまり、ねらい方、

作り方みたいなところにも工夫が必要ではないかというお話だったと思います。 

皆さまのお話を伺っていて感じたことも含めて少しお話し申し上げますが、やはり、ＳＮＳ
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の活用は、私どもオールドメディアでも、自社のイベントですとか、媒体を広報するにあたっ

ては欠かせないものになっています。ライン、フェイスブック、ツイッター、インスタグラム

等々、すべてを駆使してやるということですけれども、その中でもやはりＳＮＳの特徴は、共

感のメディアである、というところは、非常に大事にしていく必要があるな、というふうに感

じております。 

そのため、我々で申し上げますと、記者一人ひとりが自分の顔、顔というのは表情とか人柄

みたいなものを盛り込みながらツイートとすると。これは行政、自治体がなかなか難しいとこ

ろだと思いますけれども、そういう、人柄という意味での共感。それから、語り口で問いかけ

てみたり、自分も少しこう、悩みを打ち明けたりとかですね、そういったような言葉遣いです

とか、問いかけ方についての共感。それから何より大事なのは、やはりそこで伝える情報です

ね。知りたい情報であるという意味での共感。こうしたことを大事にしていかないと、いくら

新しいメディアを使っても届いていかないな、というふうに感じております。 

もう一つ感じたことは、先ほどの牛乳のキャンペーンでもございましたけれども、メディア

ミックスの大事さということではないでしょうか。特に行政発の情報ですと、やはりＳＮＳと

いうだけではなかなか伝わりきらないという時に、マスメディア、それから先ほど柳田委員か

らありましたように、他のインフルエンサーの力に繋がるような発信、それらを駆使する、あ

るいはそこに取り上げられていくには、どういう発信をすれば他のメディアを巻き込む形の発

信になっていくか、ということが、設計のところで大事になるところかな、というふうに思い

ます。 

私どもの悩みとして、うまくいかないことがとても多いわけですけれども、うまくいくとい

うことはなかなかやはりございませんが、同じように、皆さんが悩みながらやっているなとい

うふうにとても思いました。 

一つ目のテーマは一巡、皆さまのお話を伺いましたが、他の委員の方の発言についてここは

どうなんですかというようなお尋ねですとか、ここは私もこう考えるというような関連のご発

言などありましたら、お手を上げていただければと思います。 

 

（後藤委員） 

追加で意見を述べさせていただきます。 

私も北海道 150 年の時のイベントに関わらせていただいたのですが、北海道出身などのタレ

ントをブッキングすることについてですが、これは非常に重要だし、その効果があるのは間違

いないと思うのですが、例えば道庁の職員の方で、アナウンサー並みに広報ができるような、

そういうキャラクターの、道庁の職員の方には非常に優秀な方がたくさんいらっしゃると思う

ので、自前で名物広報マンみたいな方とかですね、例えば、道庁内で公募して毎日広報をやる

ような、ユーチューブにでるような道庁の若手アナウンサーが出てくるぐらいな、自らどんど

ん発信するような方がいてもいいのではと思います。私どもの会社でも、ユーチューブでは若

手がかなり自由にやっている。管理職はもちろん責任とりますが、そういう関係になってきて

いますので、職員の方がどんどん自分たちでできるような環境も重要でないかなと思いました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。他の皆さんからいかがでしょうか。よろしいですか。 

それでは続きまして、意見交換テーマ２「道民意識調査」について事務局の方からご説明く

ださい。 
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（課長補佐（調整）） 

それでは、意見交換テーマ２につきまして、ご説明させていただきます。資料３の四角囲み

の中をご覧ください。 

道民意識調査は、道民の方々の意向や意識を把握して政策形成に反映させるということを目

的としまして、毎年度１回実施しております。 

調査対象は、道内に居住する満18歳以上の個人1,500人。以前は20歳以上でしたが、選挙年

齢の引き下げに伴いまして 18 歳以上とさせていただきました。調査手法は層化二段無作為抽出

法という、国の統計調査でも活用している抽出法によりまして、住民基本台帳から抽出選定し

て、調査票を郵送配付して調査協力をお願いしております。 

調査依頼の方法は一つですが、回答方法は二つ用意しております。一つはその調査票に返信

用の封筒を同封していますので、それで返送していただく。二つ目は、調査票にＱＲコードを

添付しておりまして、スマホあるいはタブレットからのウェブでの回答のどちらかを選択でき

る形としています。 

対象者数は、北海道の人口が500万人を超えている中で1,500人が少なく感じる方がいらっし

ゃるかもしれませんけれども、総務省統計局の実施方法などを参考に行っています。 

調査項目ですが、知事部局、教育庁、道警本部など全部含めて、毎年度照会して、それぞれ

の部局から調査希望を収集しまして、優先度あるいは各種計画の見直しの予定など、いろいろ

な項目を検討して、会議で選定しております。今年度につきましては、７テーマ 31 問です。ど

ういったものかというのは、資料として配付させていただいております。 

この調査をする上で一番の課題は、どういったことを聞くかということもそうなんですけれ

ども、どうやって多くの方に回答していただけるかというのが大きなテーマです。 

回答率向上のために行ってきたことが「これまでの取組」で、四つ掲載しております。それ

に加えて、今年度の新たな取組を二つ掲載させていただいています。 

下の方の表では、添付したＱＲコードでのウェブ回答について、令和元年度からの実績を掲

載しております。 

令和２年度から令和３年度の一番右端をご覧いただきたいんですけれども、ウェブ回答は令

和２年度は 13.2 パーセント、令和３年度は 30.3 パーセントと 17.1 パーセントも増加いたしま

した。一番左端の回答率をご覧いただくと、令和２年度の回答率が 56.5 パーセント、令和３年

度は 55.7 パーセントでほぼ同じぐらいかなというレベル感です。ウェブでの回答方法を増やし

たことが回答率の向上には直接つながりませんでしたけれども、利便性の向上にはつながった

かなと考えております。 

一番下をご覧いただきたいんですけれども、これは世代別の回答率です。1,500 通出しまして、

回答数が 835 件でした。835 件に占める世代別の割合となっています。赤丸で示したのが 18 歳

から 29 歳が 7.2 パーセント、70 歳以上については 7.1 パーセントと１桁台ということで、全世

代の中で極端に回答率、回答数が少ないという状況になっております。それに反しまして、40

歳から 49 歳は 27.8 パーセント、50 歳から 59 歳は 23.0 パーセントと高い回答率をいただいて

おります。 

委員の皆さまにお聞かせいただきたいのは、一言で言えば回答率の向上に資すると考えられ

ることは何ですか、ということなんですけども、ポイントだけ切り分けて申し上げます。 

まず一つ目は、29 歳以下と 70 歳以上の回答率が１桁代で低いことの考えられるその原因と対

策。 

二つ目は、40 代、50 代の方の回答率が高い理由と、それを今後も維持していく、上げていく

ということを考えたときに、何か気をつけるべきことがありましたら、ということです。 
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三つ目は、現行の紙の調査票やウェブの調査票を見ていただいて、回答しやすくといいます

か、見た瞬間にゴミ箱に行くことのないように、ちょっと見てみようかなと思わせるような工

夫であるとか、ご意見としていただければありがたいなということです。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。それでは今の問いかけに対しての委員の皆さまからご意見をいただ

ければと思います。どなたかいかがでしょうか。 

 

（黒井委員） 

ちょっと質問させてください。 

回答数の年齢別内訳なんですけど、この無作為抽出法の詳細を私はわからないのですが、こ

れは例えば、40 歳から 49 歳にどれぐらい送ってどれぐらい回答されたのか。年代のうちのどれ

ぐらいに送って返ってきたのかみたいなパーセンテージは調べようがないということですか。 

この7.2パーセントと7.1パーセントが低いというのが、本当に低いのかというのは、そもそ

も届いているの、というのがわからないと何ともいえないなと思って、その辺りはどうなんで

しょうか。 

 

（課長補佐（調整）） 

今年度は調査票を発送済みなので如何ともしがたいのですが、1,500 通を無作為抽出で送付す

るときに、どの世代に何通送ったかというデータをこれまで取っていなかった。それを取って

いれば 100 通送った中から何通回答があったというパーセンテージが得られますが、今回の資

料のパーセンテージはそういうものにはなっていません。来年度は取るようにしたいと思って

います。 

では、このパーセンテージには意味がないんじゃないか、という話にもなるかもしれないん

ですけれども、無作為抽出という方法が北海道の縮図としてとっていますので、パーセントと

いうはっきりしたものではありませんが、世代の構成といった意味で、若い世代は確かにパイ

は少ないんですけれども、7.2 パーセントというのは明らかに少なすぎるという意味合いで汲み

取っていただければと思います。 

 

（黒井委員） 

わかりました。ありがとうございます。というところからいくと、本当にもう、しょうもな

いアイデアしか出てこないんですけど、プレゼントをあげるくらいしかないですね。一番手っ

取り早いのは、抽選で何名の方にクオカード。これだけでぐっと上がる気がします。 

私もイベント系で申込者を増やさなきゃいけないときには、そんなに予算は取れないですけ

れど、本当に 500 円とかでもう全然、応募者数が変わるなっていう印象はあります。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。私もそれを思っていました。 

他の委員の方、いかがでしょうか。 

 

（石津委員） 

帯広市については、こういうアンケート調査は広報広聴課の方では実施していなくて、施策

を担当しているところで「まちづくりアンケート」というのを毎年、実施していますが、帯広
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市の回答率を見ますと、実は 70 歳以上が 34.4 パーセントを占めていて非常に高い。60 歳代が

18.9 パーセントということで、若い世代は道庁さんと同じような傾向ですけれども、やはり高

齢者の方の回答率がいいのは、市町村が、高齢者にとっては身近だというところは大きいのか

なというふうに思います。 

あとはウェブの回答を当市でも数年前から入れましたが、それによって若い世代の回答率は

やはり上がっているというふうに思います。 

北海道さんの方もウェブの回答率は若い世代が多いでしょうか。 

 

（課長補佐（調整）） 

一概には若い世代ということではないです。 

総務省が毎年一回出している情報通信白書では、スマートフォンの利用率は全世代の中で若

い世代が高い傾向なのですが、70 歳とか 60 歳以上とかでも８割以上の方が利用していると。で

すから、「ウェブ＝若い人」というようなことは、今どきはないな、というのは資料を見て改

めて感じました。 

 

（石津委員） 

ありがとうございます。 

あとは、質問の項目がどれだけ、先ほど言ったように身近なのかというところだと思います。

多分、体系的にこの順番にされているのかなと思いますが、一つ目の入口のところがゼロカー

ボンというところで、なかなか高齢者の方にはとっつきにくいワードかなというふうにも思い

ますので、ここをもう少し身近な、例えばがん対策だとか、そういったところにしていくので

も、まず最初ちょっと答えてみようかなという気を起こさせることには、もしかしたら可能性

があるのかなというふうに思いました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございました。他の皆さんいかがでしょうか。後藤委員お願いします。 

 

（後藤委員） 

まずこれ、令和３年の調査項目っていうのはどういう項目なんでしょうか。 

ちょっと思ったのは、やっぱり年代によって政策って関心のあるものと関心のないものが結

構あるのかなあと。つまり令和３年って高齢者の方にはそれほど関心を持たない調査内容、項

目だったのかなという気が、想像なんですが。確かに極端に低いなというふうに思ったところ

で、ちょっと資料になかったので、令和３年はちなみにどういう調査項目でしょうか。今年は

７問出ていますが。 

 

（課長補佐（調整）） 

資料にはなっていませんので、口頭でお伝えさせていただきます。 

項目としては５項目ございまして、まず新型ウイルス感染症について、二つ目が、犯罪のな

い安全で安心な地域づくりについて。三つ目が持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について、四

つ目が北海道食品機能性表示制度（ヘルシーＤｏ）について、最後に森林づくりに関する意識

について、ということで５テーマでした。 

 

（後藤委員） 
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わかりました。ありがとうございました。 

こうした調査は、私も詳しくないんですが、多分これは人口比だと思われるので、人口比に

なるとやはり、若年層と高齢層は、先ほど年代を送る時点でお調べになっていないとおっしゃ

っていましたけど、そもそもシェアは低いのかなという気はしますので、この数字だけ見せら

れると極端に低いなと思いますけど、発送している母数もおそらく低いのではないのかなとい

うところを感じました。 

それからそもそも論になって恐縮ですけれども、この調査対象は、メディアがよくやる無作

為抽出って統計学上に見ると客観的なデータの数字だと思いますが、役所がやる場合はやむを

得ないのかなと思うんですが、本当にここまで平等性を担保にして、結果的に半分の回収率が

あるかないかぐらいなところしか回収ができていないということを考えれば、ここまで客観性

を担保にはできなくても、例えば学校でとる、会社単位でとる、イベント時にとるとか、そう

いう方がもしかしたら数は取りやすいのではないのかなと。もちろん、客観的なデータとして

は、こういう形でやらないといけないのは重々承知の上ですけれども。 

今年のテーマで見ると例えば部活動の改革なんていうのは、中学生が今なかなか部活動がで

きない、民間の人を雇うとかって話がありますけども、こういうのは別に中学校で取っても僕

はいいんじゃないのかな、当事者がどう思っているのかというのを政策に生かすべきことなの

でないのかなと思います。がんに関しても、がんをご経験された家族とそうではない人って、

やっぱり相当な温度感で、政策に対する思いも違うのかなと。もちろん、それでその団体が偏

った回答してゆがんだ結果になるのは問題があると思うんですが。とはいえこれだけ幅広いテ

ーマをしっかり回答できる人っていうのは、本当にどれだけいるんだろうかと。特に去年のテ

ーマだともっと難しいというか、一般の道民市民にはなかなか、コロナ以外は、肌感として、

答えるにしてもよくわからないようなテーマになっているのではないかなという印象を受けま

したので、できれば調査項目の内容も、なるべく身近なものにしていく。なおかつ場合によっ

てはこの調査に加えて、個別にその当事者に聞いてみようということがあってもいいのではな

いかという印象を受けました。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございました。ほかの皆様はいかがでしょうか。 

お願いいたします。 

 

（田柳委員） 

皆さんすでにおっしゃっていますけれども、この広い北海道で分散して 1,500 人なので、リ

アルな口コミ効果とかも全然発揮されないですよね。例えば函館市だけで 1,500 人だったら、

「こんな調査来た？」みたいな、そういう口コミは必ず発生して、「ああやっぱり来てるんだ

な」という、調査に対するリアリティが感じられると思うんですよね。けれど全道で 1,500 人

では、周りにもなんの情報もなくって、「あら、これ何かしら」と。そういう意味でコミュニ

ティ効果みたいなものが全然発揮されないというのは、一つの原因かもしれないと推察します。 

あとはやっぱり、回答の多い年齢層を見ると、どう考えても人口比というよりは、社会性で

すよね。「自分はこのアンケートに答えるべきだ」という意識を持っている世代、働いている

世代であるとか、お子さんがいる世代であるとか、社会的責任意識の現れではないかなと、こ

のデータを見る限りでは思います。 

北海道全部で 1,500 人というところで、回収効果が低くなるのは、やっぱり諦めないといけ

ない面もあるかなと、ちょっと元も子もないですが思います。 
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先ほど、書面アンケートじゃなくて、リアルの調査をしてもいいんじゃないかっていうお話

がありましたけれども、同感です。リーチの裾野を広げるということで、私は「ＮＨＫのど自

慢」の届く効果は、地方では侮れないと感じています。東京では全く感じなかったんですが、

道南に来て、のど自慢とか、「ＮＨＫラジオ深夜便」といった、リアルな公開録画と放送が組

み合わさっている番組の届く力の強さを感じます。老若男女の近隣の知り合いが歌っていて、

それを見ている無数の視聴者がいるっていう、この二重のやり方みたいなメディアミックスを

取っていかないと、公共広報というのは全く届いていかないです。あまねく万民へのリーチっ

ていうのは無理だろうなというふうに思う反面、こうした番組の強さには、さすがＮＨＫと思

わされます。やっぱりすべてに届けるのは到底無理なので、ある程度どこかで諦める必要もあ

るし、しかしながら、本気で本当の裾野を広げていこうとしたら、そういうオフとオン、リア

ルとメディアの両方を組み合わせていくっていうやり方は絶対必要です。 

余談ですけれども、ＮＨＫの「ラジオ深夜便」という番組は、全国各地で昼間の時間帯に公

開録画をして、それを深夜にずっと毎日６時間流し続けるという面白いやり方です。何年か前

に、道南の福島町で公開録音をやった時に、本学の松原特任教授が出演したのでちょっと見に

行ったんですけれども、公民館に 200 人ぐらい観客が集まってきてわらわらと聞いて、それが

全国に放送されるという仕組みで、イベントとしても成り立っているし、情報発信としても成

り立っている。なおかつ、公開録画の追っかけファンという人たちもいて、私が行ったときに

は、たまたま関西圏からこれを追っかけつつ、道南旅行に来たシニアのご夫妻とお話したりし

ました。そういうＮＨＫのやり方みたいなのにも少しヒントがあるのかなと思ったりもしてい

ます。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。それでは、小泉さんいかがですか。 

 

（小泉委員） 

先ほどと同じように参考になるかどうかわからないんですけれども、うちの町でも平成 23 年

から住民満足度調査というのを隔年でやっているんですね。令和３年、昨年で６回目になった

のかな。 

10 代から 70 代までの各年代で合計千人抽出するんですけれども、各年代はまんべんなくとい

うか、平均化するように設けて抽出して千人ということでやってるんですけれども、これまで

過去６回やっているんですけども、回答率が大体 30 パーセント台なんですね。なにをどうしよ

うと上がらないというような感じです。 

回答項目としてはですね、町がやっている施策 19 項目に対して満足なのか、やや満足なのか、

やや不満なのか、それとも不満なのか、はたしてわからないのかっていうような、５つの観点

で丸付けをしてもらって、あとは自由記載という形でやってます。そういうようなのをずっと

やってきているんですけども、回答率としては 30 パーセントという。 

意見の中にはかなり厳しいご意見もあります。やっぱり。行政に対して、職員に対して、名

前が出たり、そういうこともあります。そういう意味で厳しいご意見は中にもありますし、ま

た逆に褒められるご意見もあります。 

総じて、この 30 パーセントが上がらないということはある意味、行政がやっていることに対

して信任を得ているっていうふうにもいえるかなというふうに自分としては感じています。あ

とは全然興味がないのかというような感じですね。 

本当に北海道さんがやられている調査も、興味があればやっぱり回答率って上がると思うん
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ですよね。だから 70 歳代の人が低いっていうのは、やはりもう、テーマに興味がないというよ

うな、乱暴な言い方をするとそういうことなのかなあというふうに思います。逆にですね、こ

れが年金が下がるぞっていうようなテーマになると回答率がよく上がるのかなというふうに感

じます。というような印象を受けています。 

 

（樋口座長） 

はい、ありがとうございました。それでは柳田さん、お願いします。 

 

（柳田委員） 

私もこの回答率を一気に上げるような名案は思いつかないんですけども、ただ、近年は回答

率が50パーセント前後で推移しているということなんですが、調査で回答率が55パーセントと

いうと結構低いような印象も受けるんですけれども、ただ、選挙の投票率と比較すれば国政選

挙でも同じくらいの50パーセント台で、地方選挙でいえば50パーセントを割るような状況が実

態としてあると思うので、調査の回答率 55 パーセントは、そういう意味で言うとそこまで悪く

はないのかなというような印象も持ちます。 

先ほど後藤さんがおっしゃったこととも近いんですけれども、学校とかイベントとかそうい

う場でアンケートを取っていくというのもいいのではないかという意見があがりました。 

確かにそういう場でアンケートをとると母集団の偏りというものが発生するんですけども、

逆に例えば、同じアンケートを学校で実施した場合と高齢者が集まっているような施設で取っ

た場合では、どういう回答の傾向の差が出るかっていう比較はむしろ行いやすいというメリッ

トもありますし、本日、私がこうしてここにいるのも、若い世代の声を聞きたいということで

私が所属している大学院に公募のお知らせが届いたという経緯もあったと思うので、そういう

特定の世代とか特定の層にアプローチしていくっていう手法はもっととっていいのかなと思い

ます。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。私も少し感想を述べさせていただきます。 

細かなことでまず申し上げますと、やはり他の委員の方がおっしゃっていましたが、用語の

使い方ですとか、質問の並び順、これは数字に反映されるのはそう多くはないと思いますけれ

ども、調査全体の考え方としては、修正の余地があるんじゃないかなというふうに思いました。 

どうしてもやはり、プレスリリース等でもそうなんですが、行政の皆さんは正しい用語、間

違いのない用語というのをお使いになるケースが多いなっていうふうに思います。 

「ゼロカーボン北海道」についても、聞きたい中身がそのことだとしても表題をそうする必

要はないのではないか、とか、それは「ケアラー支援」についてもそうかもしれません。そう

いったところを改善することができないだろうかというのは、伺っていて、あるいは資料を拝

見して感じたところです。 

私も、弊社の世論調査室という所にいろいろと聞いてみましたが、まず、柳田さんがおっし

ゃったように、これだけの規模の調査で 50 パーセント台というのは、決して悪くない数字だろ

うというふうに言われました。実際、私どもの郵送方式の世論調査も大体 50 パーセントから 60

パーセントです。その母数が２千から３千ある中で、答えていただいた方で、世の中のご意見

の傾向は類推できるということのようであります。 

若者に答えていただくためにということで言えば、やはりウェブ方式を入れていくというこ

とは当然必要になってくるので、それはもうすでに着手をしていらっしゃいますし、できる形
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の努力はされているんじゃないかというふうに考えます。 

私どもの世論調査の場合には、これもやってらっしゃるかもしれませんが、中盤、対象者に

はがきで督促をするということで、直に一度訴えるということをしていると。残念ながらこれ

も一緒だと思いますが、電話番号までが調査対象者を選ぶときにわからないので、一番いいの

は電話で説得ということなんですが、なかなかそれができない。電話番号による対象者の抽出、

それから電話調査の場合には、オペレーターが直に、切られようとする方に対して「少しの時

間で済みますから」というような説得するケースもあるというふうに聞いております。 

それから技術論というところで、そもそものところで申し上げると、ちょっと厳しい言い方

になるかもしれませんが、答えたい調査なのか、というところなのだろうというふうに思って

おります。 

事前に少し打ち合わせをさせていただいたときにも、各部門、部署がその年以降の政策に生

かすために聞きたい質問を募る、いうことでいらっしゃいました。それも大事なことではあり

ますけれども、それが対象者にとって、まさに身近な、自分事の質問なのかどうかというとこ

ろが大きなポイントだというふうに思います。 

もちろん考え方として、政策に生かすためにそれぞれの個別のことを聞く、集めて聞くとい

うこともあると思いますけれども、それがこの広範囲の道民意識調査という手法が良いかどう

か。質問の中身、内容と手法というところは、テーマによって整理をされるということがあっ

てもいいかなと思います。 

個人的な意見ですが、毎年やる道民意識調査であるならば、私は継続的に聞いておくべきテ

ーマをこうしたアンケート方式の調査で定点観測する、意識の変化みたいなものを追うという

のには、このアンケート調査というのはとても適しているのではないかと思います。 

個別の政策であれば、先ほど皆さんからもご意見があったように、その政策が影響する道民

の方の意向を酌み取るということもあるかなと思いますし、その両者を組み合わせる、数値的

なアンケート調査プラス、ディープな個別のインタビューですとか、ある関連の対象になって

いる方たちのヒアリングというものを組み合わせて広さと深さを担保する、というようなこと

も必要になってくるのではないかなというふうに感じました。私からは以上です。 

二つ目のテーマの道民意識調査について他の方のご発言についてのお尋ねですとか、ご意見、

関連の発言があればよろしくお願いいたします。 

 

（後藤委員） 

この調査を今、50 パーセントぐらいということはつまり 800 人ぐらいの回答ということで、

人口比でいうと多分、0.0001 パーセントぐらいの道民の意向ということですけど、この調査は、

一般論で結構ですけど、どの程度、政策に反映されるものなのでしょうか。 

 

（課長補佐（調整）） 

どの程度というのはなかなか答えづらい部分でもあるんですが、実際の調査票の３ページを

ご覧ください。「ゼロカーボン北海道」です。 

字ばっかりで、というような批判も内部的にはありますが、すべてのテーマに共通して、な

ぜこの調査が必要なのかというのを前書きの部分で書いています。ゼロカーボンであれば、

「『脱炭素化』の国内外の動きに合わせ、道としても、・・・排出量を実質ゼロとする『ゼロ

カーボン北海道』をめざすこととしました」と。この取組を国を挙げてやっていく中で、道と

しても計画を立てる必要があるので、そのための資料とするということですね。８ページの

「がん対策」では、道民の「２人に１人が罹（かか）るといわれ」ている病気です、と。そう
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いった部分で、がん患者の方や家族にどんな医療や検診、相談支援などが必要なのかを、こう

した調査を通して計画を立てるということです。それぞれのテーマが何のために必要なのかと

いうのは、冒頭で説明するような作りになっています。 

 

（後藤委員） 

ありがとうございます。例えば極論ですけど、これが何か一つすごい偏った答えが出たら、

それは、例えば道が進めようとしている政策の真逆の回答がこの結果で出た場合は、もう政策

をやめようと思うぐらいの影響力があるかないかを伺いたかったです。 

 

（広報広聴課長） 

やはりこれまでも、例えばですが、ＳＤＧｓですとか、ヘルシーＤｏみたいな、調査当時は

認知度が低いという結果が出ているのですが、認知度が低いので普及を頑張っていくという取

り組みになっています。認知度が低いと出たのでこの政策をやめてしまうとか、そこまでの判

断にはなりません。ですから、基本的にはプラスに転換させるための基礎調査という形です。 

 

（後藤委員） 

参考資料という位置付けということですか。であれば、先ほど私が冒頭で申し上げましたけ

ど、やはり、そこまでの客観性を担保する必要は逆にいうとないのかなと。議会なみの民意を

反映するぐらいの位置付けの調査であるとここまでの客観性を担保したほうがいいのかなと思

うんですが、政策を行う上での参考レベルということであれば、むしろやっぱり直接関わって

いる人たちの意見を重視した方がより民意に近い政策が実現できるのではないのかなって、改

めて思います。 

 

（樋口座長） 

ありがとうございます。他の皆さんいかがでしょうか。 

 

（田柳委員） 

それをやるかどうかはともかくとして、環境問題とかエネルギー問題とか、市民会議みたい

なことをやっているところもありますね。その場合にも同じように、無作為抽出で人口比や年

齢比で選んだ方々にお手紙を出して、その中で基本的に「やりたい」と言った人を集めてパネ

ルやワークショップをやるという仕組みです。ヨーロッパでは、デンマーク、イギリスなど各

国でやられています。日本では、北大の三上直之先生などが、先駆的な取り組みをされていま

す。 

大事なことは「何を知りたいか」ですよね。アンケートだと回答しないということも一つの

メッセージなので、そこから含めてのデータなのか、もしくは、もうちょっと深く回答しても

らうことが大事で、回答の内容を分析したり比較することの方が大事なのか。その辺をもう少

しはっきりさせたほうがいいですよね。回答の内容を深掘りして道民の意見を政策に反映した

いということであれば、究極的には市民会議のようなものになるのかもしれません。それを広

報広聴の域でできるかどうかはわからないですけれども、ただアンケートを送って何かを返し

てもらうだけではなくて、そこから能動的に参加してみたいという人を選び出して市民パネル

を組成するというやり方もありうるのではないかなと、話を聞いていて思いました。 

 

（樋口座長） 
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ありがとうございます。他にこのテーマでは、いかがでしょうか。よろしいですか。 

それでは今日の二つのテーマ、それから冒頭ございました事務局からの広報広聴活動の概要

を含めて、全体を通して、皆さまの方からご意見、お尋ねなどがあれば承りたいと思います。

いかがでしょうか。 

 

（柳田委員） 

今回のテーマに直接関係する具体的な質問、具体的なアイデアというよりは質問になるんで

すけども。 

できれば広報活動の効果を定量的に評価したいという話が先ほどあったと思うんですけども、

例えばツイッターとか、ユーチューブの動画であれば何人に見られたとか、何回視聴されたか

というわかりやすいデータが出ると思うんですけども、例えば広報紙とかそういう媒体だと、

なかなかわかりやすい指標というか効果というのは測定できないと思うんですけれども、その

具体的な数値を把握する以外の方法でどの程度反響があったかを測定するような試みが、今、

行われていますでしょうか。 

 

（道政広報係長） 

道政広報係で広報紙を担当しております、堀と申します。 

広報紙や広報番組に関しまして、お配りしている広報紙であればちょうど裏面で、毎回、事

業者のご提案に基づいて、道産品のプレゼントコーナーをもっています。こちらのプレゼント

の応募者に対して、意見を伺うという作りにしています。はがきとウェブで行っていますが、

はがきに関してはあまり書ける量がないので感想だけを書いていただき、ウェブでは感想と合

わせて、今後取り上げて欲しいテーマですとか、紙面のどの記事がよかったとか、面白かった

テーマ、わかりづらかったテーマについてアンケートをとって、そちらを参考に次号以降反映

できるものは反映するという作りにして測定しています。広報番組についても同様にプレゼン

トを行っているんですけれども、そちらについては単純な感想や、次回以降に希望するテーマ

についてご意見を伺っています。 

 

（樋口座長） 

他にいかがでしょうか。この際、言っておきたいということがございましたら、ぜひお願い

したいんですが、よろしいですか。 

それではですね、他にご質問等ないようですので、ここで進行を事務局にお返ししたいと思

います。 

 

（課長補佐（調整）） 

それでは閉会にあたりまして、鞠子の方からご挨拶を申し上げたいと思います。 

 

（広報広聴課長） 

樋口座長をはじめ、委員の皆さま、本当に今日はありがとうございました。時間をオーバー

するほどにたくさんのご意見をいただきまして、感謝申し上げたいと思います。 

少しまとめというか、反省を含めてなんですけれども、広報については、やはりターゲット

を絞れていないんじゃないか。年齢ですとか、政策面と広報面が区分けできていない。あるい

は、ホームページですね。実は私も帯広市さんのホームページを見てぜひ石津課長に入ってい

ただきたいと思ったのですが、どうしても総花的でいろんなツールで同じ情報を出してしまっ
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たりというところもありまして、ご意見にあったような、かっこいい、プライドを持っていた

だけるようなものを作っていければなと思っております。 

また、後藤委員からもいただきましたが、人材面ですね。うちも今日は係長二人に説明させ

ていますけれども、ユーチューブなどでは各部、若い人が出て活躍しておりますので、そうい

う若い人材を大切にして長い目で育てていくことも必要であると思っております。 

道民意識調査の、本当に答えたい調査なのかというご意見は、私も令和３年度のテーマを申

し上げて、高齢者の方は回答しづらいなと反省しましたけれども、こうしたご意見を重く受け

とめたいと思います。回答率が 50 パーセントは悪くないのではというご意見は心の支えになり

ましたが、また頑張りたいと思っております。 

本当に今日はいろいろ、ご意見、アイデアいただきました。この意見を踏まえて工夫を重ね

ていきたいと思っております。 

先ほど事務局からも言いましたけども、当課の広報活動については、委員の皆様にお知らせ

したいと思いますので、その都度ぜひご意見いただいて、また２月、３月になると思いますが、

２回目の会議も、ぜひ、お集まりいただいて、ご意見いただければと思います。 

この一年間、どうぞよろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。 

 


